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Ⅰ．はじめに

　組織デザイン論の中興、Roberts は、その著

The Modern Firm: Organizational Design for 

Performance and Growth, 2004 の prefer に お

いて、日本企業の失われた 15 年の原因に関して、

「一時は環境に適応していた日本の企業組織が、

環境の大きな変化に適応できなかったことによる

ものである 1」と明言している。

　Roberts[2004] の提示した、「現代の激しい環

境変化の下、いかに企業組織が主体的に環境に

適応していくか」という命題は、ビジネスクリエイ

ト研究 2 にとっても非常に枢要な問題となってい

る３。

　その際、環境の変化に対し、「組織をどのよう

に変化・発展させていくか４」という動態的な適

応プロセスの解明は当然、重要性を帯びる。

　しかしながら、その動態的に組織を変化させ

ていく能力と環境変化の適応関係に関する既

存研究は資源の再配置に関心が集中しており

（Bowman and Ambrosini[2003]；Eisenhardt 

and Marin[2000]；Teece et,al.[1997]）、 環 境

変化と組織能力（Capability）の動態を捉える

ビジネスクリエイトの研究はいまだ少数にとど

まっている。

　もちろん既存研究においても、環境変化に適

応できる能力として動態的組織能力（Dynamic 

Capability）を捉えているものも少数ではあるが

存在する（Eisenhardt and Sull[2001]）。しかし

ながら、環境変化の漸次変化に応じていかなる

動態的組織能力が適しているかという立論に関し

ては十分に行われてこなかった。そのため環境

への適応には、「動態的組織能力が必要」と主

張するにとどまっている。

　本稿ではビジネスクリエイトを、組織の側面、

とりわけ ｢動態的組織能力｣ という視点から検討

し、その動態的組織能力と環境変化の適応関係

についての試論的な枠組みを提示することに主た

る目的が置かれている。別言すれば、ビジネスク

リエイトのための組織デザイン問題への接近方法

として、動態的組織能力パラダイムの考え方の重

要性を示唆するものである。

　これにより、組織の失敗等に対処する組織学

習を加味した組織デザインが可能となることを主

張する。それは現代の経営を取り巻く不確実な

環境において管理者の行動指針を与えることにも

連なる。その上で、ビジネスクリエイトの研究の

視座から、未だ発展途上である動態的組織能力

論のフレームワークの理論的発展を試みる。

Ⅱ．組織デザイン論の展開

　ビジネスクリエイト研究、とりわけその組織分

析が何をする学問であるべきかについては、イ

ンテリジェントデザイン型組織を嚆矢として多様

な立場があり得る（亀川 [2004]；山中 [2010]；

ビジネスクリエイトと組織デザイン
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ビジネスクリエイター研究学会 [2010]）５。ここ

においては「最後はやはりデザイン論に落とし込

まないと、いずれの学問も役に立つ学問になら

ないのではないか？６」という立場（Hevner et 

al.[2004]；吉田 [1999]；吉川・内藤編 ,[2003]；

国領 [2006]）で論を進めていきたい。

　これらを分析する組織デザイン論とは、簡略す

れば、組織の骨格や骨組みの設計、すなわち組

織の枠組みの設計のことであり、様々な構成要

素や選択変数の環境設定（コンフィギュレーショ

ン ) であるという（Walsh and Ungson[1991]；

Mintsuburg[1978]）。その組織設計は、意思決

定の視点から、大きく２つに区分可能である。

　第１に、「分業に関する設計」である。組織目

標を達成するために必須の仕事の割り振り、すな

わち組織デザインの第一段階は、どの課題とどの

課題を一つの部門にまとめるか、分けるか、とい

う ｢部門化に関する意思決定｣ となる。

　第２に、「指揮命令系統の設計」、すなわち「分

業した課題や仕事間のコーディネーションをどう

行っていくかに関する意思決定」である７。換言

すれば「部門間連絡やコミュニケーションの仕組

みの決定」である。分業である以上、コーディネー

ションが存在しないと、組織目標を達成できなく

なるため、組織の目標達成には、コーディネーショ

ンのあり方が肝要となってくる。Roberts[2004]

は、このコーディネーションの概念を拡張して、「コ

ヒーレント」の概念を示し、組織デザインの主要

概念として、「補完性」や「非凸性」などの概念

に加えて組織を分析している。たとえば日本企業

が高い競争力を発揮した自動車・家電などの分

野では、生産要素の補完性が強く、複雑な共同

作業のコヒーレントが重要で、一つの要素の水準

だけを引き上げても全体の水準は上がらないとし

て、人、アーキテクチャ、ルーチン、文化、の４変

数を組織デザインの変数カテゴリーとした。

　前段の基礎理論を踏まえ、近年の組織理論で

は、組織デザイン論に連関する領域の一つとし

て、組織能力論という分野を発展させてきた８。

　そのレゾンデートルは、｢組織とは、設計すれば、

自動的に機能するわけでなく、前述した部門間の

コヒーレントをはじめ、多くの条件が成立して初

めて機能するから｣ である。当然、組織が持つ

べき多様な強みや、組織が機能するために必要

なプロセスや組織としての働きが、効果的に機能

するように、意図的につくりこんでいく作業は不

可避となる。

　現代の加速度的な環境の変化においては、組

織の内的要因の効果、自ら環境変化を作り出す

主体的な（創造・創発的）行動、たとえば、咲

川 [2009] が東洋理化学研究所、遠藤製作所の

事例から導き、言明しているように ｢新規事業を

創造してから、それを軌道に乗せるまでのプロセ

ス、つまり新しい組織の創造 9｣ ｢会社が既存技

術の応用に始まり、一貫生産できるように製造組

織を編成するなどした新たな事業が軌道に乗るよ

うに新たな組織を創造 10｣ することが希求されて

いる。

　それでは、これらを可能にするためには、いか

なる要因が不可欠なのであろうか。組織は迅速

に、きめ細かく環境の不確実性に適応していくた

めには、(1) 組織にかかる情報処理の負荷を削

減する活動、(2) 情報処理能力を拡充する活動、

(3) 情報創造能力を拡充する活動、以上３つを

遂行するための組織デザインが必要である。とり

わけ、ビジネスクリエイト研究の視座からは、第

3 の情報を創
・ ・

造する能力を拡充する組織能力の

検討が重要となる。その組織能力（organizational 

capability）概念を以下では掘り下げ、企業組織

が、創造・創発性を問題とする時、いかなる影
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響を附与しているかをみていくことにする。

Ⅲ．動態的組織能力論の考察

　前節で述べたように、環境と企業組織の関係

を分析する視角の一つが、環境にうまく適応した

組織をいかに設計するかという組織デザイン論で

あり、その延長線上に動態的組織能力論がある。

本稿の目的は、ビジネスクリエイト研究として「企

業組織は環境適応しながら、いかに創造・創発

性を生成・促進する組織設計をするか」というも

のであるが、組織設計の根幹をなす、動態的組

織能力論に瞠目しながら、それが今日どのような

意義をもつかを以下で検討する。

1．組織能力の概念

　近時、企業組織の創造・創発性の研究におい

ては、野中 , 竹内 , 梅本 [1996] の企業組織の知

識創造理論と同様、企業成果に与える企業の内

的要因の効果が瞠目されており、組織能力なる

概念が提出されている。

　組織能力とは、個別企業が過去より形成してき

た独特な活動パターンであり、企業間異質性の

根幹であることから（Barney[2008]）、同一産業

における企業間での戦略や業績の異質性を説明

しうるフレームワークとして期待されている。

　例えば、わが国でも、藤本 [2003] に代表され

る ｢もの造り能力｣ 論は、自動車産業を嚆矢とし

た企業の競争優位性に関し、組織能力が極めて

重要な意味を持つことを明らかにしている。それ

では、組織能力とはいかなるものであろうか。

　 組 織 能 力とは、 一 義 的には組 織 的な要 因

（organizational）を対象とする能力と考えられ

よう 11。当然、個人の能力に還元され得ない個

人能力の束としての組織の能力を把握する意図

がそこに存在する。Barnard[1938] に従うと、

｢組織とは、複数の人間の、意識的に調整された

諸活動と諸力の体系 12」であるとされる。組織的

要因とは、元来、この意識的なコーディネーショ

ンにある。そうであるならば、組織能力とは企業

の保持する資源を活用し、財・サービスを創造

するその資源の的確な配分の組み合わせ法、す

なわち、そのコーディネーションこそが組織とい

う側面を強調することになろう。当然、新たな組

織デザインを通じた新しい財・サービスの創造力、

新規事業の創造による差別化可能な価値創造こ

そが、一般に言うところの狭義の ｢事業創造力｣

となり、各個人の創造的な組織的協働を通じて

組織的に実現される。

　この創造性をつくり出す組織は、環境の変化

が緩やかな場合、当然いま使える資源を最大限

に使うための戦略を、その組織能力に応じて立て

ることができる。これは静態的組織能力と呼称さ

れる。このような環境の下ならば、組織能力の変

革は漸進的なもので十分であり、従来の戦略を

大きく変更する必要もない。

　他方、変化の激しい環境下、特定の企業組

織が創造・創発性を生み出し、競争優位を築

くことができる理由について明らかにされてこな

かったとして、その動態性に着目した Teece et 

al.[1997] は、｢静態的組織能力｣ に対峙した

｢動態的組織能力｣ という概念を提示し、これこ

そが、環境の激しい変化の中で、創造・創発性

を生み出す能力であると強調した。これを以下で

省察する。

2．先行研究：動態的組織能力論

　動態的組織能力は、｢企業活動の基本的機能

を果たす能力｣ を別とすれば、大別して、以下

２つの能力を指すものとして整理できる。
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　第１に、｢環境条件に合わせて組織内外の資

源を利用するために、柔軟に組織を組み換え、

創発性を生み出す組織の能力」

　第２に、「組織内外の資源を利用するプロセス

を学習プロセスとして持つことで、創造性を生み

出し、環境変化に対応し続ける組織の能力」、以

上 2 つである。

　第１の接近方法に適合する研究として、動態

的組織能力論の端緒となった研究が Teece et 

al.[1997] である。彼らの研究では、「環境に対

処し創造性を生み出すために、組織内外の実

行能力（competence）を統合し、構築し、そ

して再形成する企業の能力」として動態的組

織能力を捉えている（Teece et al.[1997]）。同

様 にこの 代 表 的 な 研 究として Eisenhardt and 

Martin[2000] がある。この研究によると、「動態

的組織能力とは市場変化への適応やその創造の

ために資源を統合し、再形成し、獲得し、そして

解法するプロセス」とされている。

　同様の指摘は、Carlsson[2001] によってもなさ

れている。Carlsoon[2001] は、動態的組織能力

の本質は、知識の創造・統合から移転・活用ま

での知識プロセスを設計し、機能させる能力と定

義する。この定義は、前述の Teece et al.[1997]

の動態的組織能力、あるいは Henderson and 

Cockburn[1994] の architectural competence

や Kogut and Zander[1992] の combinative 

capability と同じ視座を共有している。もちろん、

野中 , 竹内 [1996] の研究も同じ地平をみている。

　また、この第１の代表的論文として Eisenhardt 

and Sull[2001] がある。Eisenhardt and Sull[2001]

では「高速動態的市場」というコンセプトを提

出し、環境の変化におけるスピードを強調してい

る。Eisenhardt and Sull[2001] では従来の戦略

論が、高速動態的市場では機能し得ないと断定

し、必要とされる戦略として「シンプル・ルール」

を明示する。シンプル・ルールとは、（1）ハウ

トゥー、（2）バウンダリー、（3）プライオリティ、（4）

タイミング、（5）退出、以上 5 つのルールで構

成される戦略論である。キー・プロセスと独自の

シンプルなルールを競争優位性の源泉とするこ

の戦略論は、不連続で不確実性の高い競争環境

においてどのように創造性の高い戦略を構築すべ

きか、その方向性に関して、創造性とは具体的

に何をすることなのか等、事例をあげながら論を

進めている。

　わが国に目を転じれば、延岡 [1996] がある。

延岡 [1996] においては、一般に、創造・創発

性を重視するプロジェクトにおいて、プロジェク

ト間のコーディネーション能力の進化を動態的

な組織能力として示し、効率的に、社内のプロ

ジェクトや社内のベンチャー間の関係をマネジメ

ントすることによって、市場占有率に影響を賦与

することを示唆している。また先の藤本 [2003]

もこの第１の研究に適合する研究と考えてよい

であろう。

　他方、第２の接近方法に適合する研究として

は、Zollo and Winter[2002] が考えられる。こ

のアプローチは、組織の環境に対する創造的学

習プロセスを重視して、戦略形成を行なう点に

その特徴がある。Zollo and Winter[2002]では、

動態的組織能力を、「組織が有効性に向けて体

系的に業務ルーチンを創造し、修正する、集合

的・創造的な活動の学習された安定的な活動パ

ターン」としている。動態的組織能力を、安定

的な構造化されたものであると認識している側

面で、Eisenhardt and Martin[2000] とは立ち

位置が異なる。

　また、環境の変化の程度にも言及している数

少ない論文でもあり、不連続な変化が頻発する
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環境においては、創造性を生み出す動態的組織

能力自体もそれに対応して変革させていかなけ

ればならないとする一方、安定した環境の下で

は、創造性を生み出す動態的組織能力は不要と

明言する。

3．�創造・創発性と関連する４つの動態的組織

能力論

　前節では、動態的組織能力を創造・創発性の

観点から、

	 （1） �コーディネーションの視座に立脚した資

源の ｢組み換えによる創発性｣ を生み出

す能力

	 （2） �資源利用プロセスを ｢創造学習プロセス｣

と捉え返し、環境変化に適応する組織の

能力

以上、２つのアプローチから大別した。

　では、激しい環境変化に適応した創造・創

発性を生成する動態的組織能力とはいかなる

ものであろうか。本稿ではそれについて、創造・

創発性との関連から既存の動態的組織能力に

関する既存研究がマトリックスのどこに配置さ

れるべきか、あるいはそこで想定される組織と

は何か、加えてそれら議論では十分に説明され

ていない点について論を展開していく。以下で

は、より詳細に環境の漸次変化（gradation）

と動態的組織能力との適合の視角から、省察

を加えたい。

　本稿では、依って立つフレームワークとして、

｢唯一絶対の組織は存在せず、環境に応じて適す

る組織も異なる（Lowrence and Lorsh[1967]）

｣ という、コンテンジェンシー・アプローチを動

態組織能力と環境の漸次的変化の考察において

援用する。それは文字通り、条件適合という意

味であり、伝統的組織論における環境決定論の

アプローチではないことを確認しておく。

　通常、色の段階的変化のことを、｢階調｣ と

称すが、環境の動態性を捉えるには、どのよう

な変数が必要であろうか。ここでは環境変化の

不確実性を「環境変化の動態性」と「環境変

化の複雑性」という２つの変数で捉えることで、

創造・創発性に関わる既存の動態的組織能力

研究を整理・配置すると共に課題等を検討す

る。

　「環境変化の動態性」とは、企業組織を取り巻

く環境を動態性が高いと捉えるか、否かと捉える

かで把握するものである。そこでは動態性の低い

環境とは、構成要素が変化せず、たとえ変化して

も一定の規則性を持つ環境である。ここに言う構

成要素とは、現在置かれている組織の状況と今

後、起こり得る競合およびその他の環境であり、

具体的には、組織を取り巻く、技術や法制度等

があげられよう。また動態性が高い環境とは、非

連続な変化によって予測不可能な点が多い環境

を指している。

　他方、「環境の複雑性」とは、環境が単純か

複雑かという視点である。組織を取り巻く環境が、

多くの構成要素から成立しているケースでは、当

該企業にとって環境は複雑なものと理解される。

他方、少ない構成要素のケースでは、環境は単

純なものと把握される。
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　上記２つの要因から構成される ｢環境変化の

不確実性｣ の定義に従って、｢環境変化の動態性

｣ を縦軸に、｢環境変化の複雑性｣ を横軸にプロッ

トすると、環境変化の不確実性は、図表１のよ

うに、４タイプに分けられる。ここで規定する「動

態性」と「複雑性」から構成される「環境変化

の不確実性」の総合評価は、①低い→②やや高

い→③高い→④かなり高い、以上４段階となる。

　まず、単純で安定した環境（ディビジョン１）、

すなわち環境変化の動態性が低く、 複雑性も低

いケースでは、組織能力の形成の際、考慮しな

ければならない変数は少なく、同質で不変であ

る。そこでは適合組織たる ｢既存組織｣ におい

て、創造的事業構想に基づく新たな組織能力の

形成は必然でなく、事前に設定された一定の規

則に従って、組織ルーチン化された行動を繰り返

せばよい。Winter[2003] では、動態的組織能

力を保有せず、「行き当たりばったりの問題解決」

(ad hoc problem solving) で環境に対応するケー

スを示している。Winter[2003] では、アドホッ

クな問題解決を「事後的対処法」(firefighting 

mode) としている 13。

　複雑であるが安定している環境（ディビジョン

２）では、動態性が「やや高く」なる。諸要素

が不連続に変化することはないが、有効な組織

能力を形成するには数多くの要素を監視し、分

析する必要がある。そこでは創造・創発性の

観点からは、｢社内ベンチャー｣ が適している

（Christensen and Overdorf [2000]）。この社内

開発は成功することもあるが、製品化を成功させ

る確率を高めるにはスピンアウトも考慮する必要

があろう。このディビジョンでは、延岡 [1996] の

主張する「進化的な組織能力」が求められてくる。

前述のように、延岡 [1996] は社内ベンチャー間

やプロジェクト間でのコーディネーション能力のプ

ロセスを動態的な組織能力として定義している。

また Carlsson[2001] では、環境の変化が複雑

でないため、時間的なゆとりをもって動態的組織

力の形成に対応できるとし、創造・創発性に基

づく社内開発等の知識創造を強調する。

　複雑性は、単純であるが不安定な環境（ディ

ビジョン３）では、さらに動態性のレベルは上

がり、｢高い｣ となる。外部の要素は少なくと

も、非連続な変化が頻発するため、予測をたて

図表１　動態的組織能力研究論文と適合組織を規定する枠組み



9

ることが難しい。この状況では、組織は新たな

創造・創発性の問題に取り組むためには、個

人やグループの間で新たな形態での連携や相

互作用が必要となる。その意味で組織として

は、｢クロスファンクション組織｣ が適している

（Christensen and Overdorf [2000]）。 そ こ で

は、Zollo and Winter[2002] の 唱 導 する「 変

化に対応する組織ルーチンの構築」がしやす

い（Teece et al.[1997]；Winter[2003]；Zollo 

and Winter[2002]）。動態性が高いため、組織

ルーチンを構築するメリットは大きく、複雑性が

低いということは 組織ルーチンを構築しやすい

環境が導出されているということである。

　もっとも不確実性が高くなるのは、もちろん複

雑で動態的な環境（ディビジョン４）である。こ

のような環境変化が生じる場合、｢スピンアウト組

織｣ を設立して破壊的変化に対応していく必要が

ある（Christensen and Overdorf [2000]）。既存

組織からスピンアウトすることにより、異なる組織

ルーチン（異なるコスト構造や低い利益率の許

容等）に支配されるようになるが、新たなプロセ

スを通じて新しい組織ルーチンを確実に生み出

すことができる。動態的組織能力はシンプル性を

求めており、既存の知識・能力でなく、状況に応

じて、新たに形成される創造・創発性型知識に

基づくものとなる。すなわち、Eisenhardt らの主

張する「シンプルな方針による対応」が適してい

る（Eisenhardt and Martin[2000]；Eisenhardt 

and Sull[2001]）。

4．�さまざまな組織オプションと動態的発展経路

　ここまで、創造・創発性の観点から、動態的

組織能力における諸既存研究の配置とともに、

各ディビジョンで求められる動態的組織能力の特

徴と課題および適合組織を考察してきた。ここで

は、これら一連の研究をまとめると共に、問題点

を指摘し、次にその発展経路を検討する。

　まず環境変化と企業の課題をめぐって議論し

てきた既存の動態的組織能力論をまとめると、

４つのディビジョンに区分可能となった。これま

で議論されてきた動態的組織能力論の特徴は、

創造・創発性の源泉および適した環境などにつ

いては、論者・論文によりかなりの違いが見受

けられるものの、環境変化の不確実性に焦点を

当て、既存の静態的アプローチを補足し、創造・

創発性を強調する新たなアプローチを構築しよう

と試みる点では共通している。

　このように既存研究において、創造・創発性

及び環境の変化を強く意識した点は高く評価で

きる。２分法という大枠の区分では、「組み換え

による創発性」と「創造的学習プロセス」の点

から整理することができるが、しかし環境のより

詳細な変化と動態的組織能力の適合関係を検討

するには十分とはいえない。そのため本稿では、

｢環境の漸次的変化に適し、創造・創発性を生

成する動態的組織能力とはいかなるものである

か｣ という疑問を出発点とし、既存の動態的組

織能力に関する研究がマトリックスのどこに適合

するか吟味することで詳細な整理を行なった。

　以上のように、環境の不確実性が漸次的に捉

えられるならば、次に、この動態的な組織能力と

いう考え方を用いて、組織の動態的発展経路に

ついて検討しておく必要がある（図表２）。ここ

では企業が、環境適応しながら創造・創発性を

生成するためには、オプション組織の採用が有効

であることを示唆する（もっとも、組織成員より

改革の受け入れを拒否されたり、表面上だけで

受け入れをする危険性には十分な配慮が必要と

なる）。

　創造・創発性の観点から動態的組織能力を適
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確に高めていくには、さまざまな組織オプション

から最適なモードを選択することが必要である。

図表２では、環境の漸次変化の下、創造・創発

性を高めていくためには、企業が組織の選択を

する場合、とりうる組織オプションのルートを示し

たものである。図表１と同じく縦軸に環境変化の

不確実性を縦軸に、環境の複雑性を横軸にプロッ

トすると、理論的に以下の 3 つの可能性が考え

られる。

　（ディビジョン１）→（ディビジョン２）：組織

内部にすでに存在している知識、ノウハウ等の

組織能力をもとに新しい事業領域へと進出してい

く動態的発展経路。不連続的であるが、環境変

化に先立って、あるいは変化の初期的な兆候を

認識して引き起こされる組織ルーチンの改革は、

「reorientation（再方向づけ）｣ で対応できる。

reorientation とは、トップが変革を計画し、遂行

する際に組織構成員に関わらせたり、コミットさ

せる過程である。この種の改革は、既存の構造

や価値観などの変更という困難に取り組むもので

あるけれども、予測的に対応するため時間的なゆ

とりをもって比較的ゆるやかに進められる。

　（ディビジョン１）→（ディビジョン３）：環

境の変化に対応すべく新たな組織能力の形成し

新事業領域に進出していく組織の動態的発展経

路。ここで求められているのが「adaptation」

である。「adaptation」とは、環境変化への対

応を迫られて連続的な改革を行うというもので

ある。

　（ディビジョン１）→（ディビジョン４）：激し

い環境変化に対応するため、既存組織の所持す

る組織能力と関係しない事業領域へも進出して

いく動態的発展経路。「recreation（再建）｣ は、

環境変化によって組織が危機的な競争圧力に直

面する場合、特に実行される。それは、組織構

成員が組織の目的や前提を理解した上で、改革

を伸長させる。その改革は元の組織からカーブ

アウト等することで、プロジェクトなどは、例え

ば、低利益率を許容する、異なるコスト構造など、

異なる価値基準に支配されるようになる。そこで

は、組織能力を構成する基本的な要素のすべて

を迅速にかつ抜本的に変革することが必要とな

る。これを実現するためには、（ディビジョン１）

→（ディビジョン２）および（ディビジョン１）→

図表 2　組織オプションと動態的発展経路
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（ディビジョン３）を実現させるだけの動態的組

織能力が必要となる。

Ⅳ．動態的組織能力の展開

1．�レバレッジ能力とストレッチ能力

　さらに、前段の考察における事業創造（創造・

創発性）の視点からみた組織の動態的発展経路

の分類に加えて、本稿で重要と考える「動態的

組織能力」とは、環境変化の漸次性に応じて、

前節までで分類された動態的組織能力の間を

｢スイッチする能力｣ である。環境変化の下、環

境変化の度合いが変わった際にも、それに適切

に対応して、能力の持ち方をスイッチするメタ能

力が創造・創発性のためには枢要ではないかと

考える。

　その意味では、図表１に示されたような動態

的組織能力および図表２の組織オプションをい

かに使い分けるかが、実際の意味での動態的な

能力であるといえるであろう。本節では、Hamel 

and Prahalad[1993] の「レバレッジ」(leverage)

と「ストレッチ」(stretch) という概念を敷衍し、

前節における組織オプションの動態的経路の研

究を補完する。

　それと共に、次節の環境適応しながら創造・

創発性を高めるための ｢スイッチング能力｣ の考

察に関して、若干のインプリケーションを引き出

す。これは、「レバレッジ能力」と「ストレッチ能

力」の切り替えこそが ｢スイッチング能力｣ であ

るという示唆でもある。

　Hamel and Prahalad[1993]では、｢レバレッジ」

と「ストレッチ」の定義と効果について言及され

ている。以下において、まず彼らが主張する「レ

バレッジ効果」の実現に向けたアプローチ方法

について検討を加える。

　レバレッジとは、「企業の保有する資源」と定

義される。具体的には、創造・創発性を高める

組織能力に関する有形無形の資源総体をレバ

レッジと考えてよいであろう。

　このレバレッジの効果について検討してみた

い。レバレッジ効果の中軸は、資源の ｢集中｣

と ｢集積｣ にある。資源の集中とはたとえば、創

造的事業構想目標について合意形成を行うため

の収斂化や改善目標を特定するための焦点化、

価値の高い活動への重点移行等、を意味する。

資源の集積とは、新しい知識の発掘やパートナー

の資源にアクセスする資源借用などによる効果で

ある。

　加えてレバレッジ効果としては資源の ｢補完

性｣ と ｢保守｣ も存在する。スキルの新方法で

の組み直し等による不足資源の確保等が、資

源の補完性として想定できる。事業創造のため

に資源を再利用するリサイクルや他社との共通

目標を発見する結託、さらには競合他社から

資源を隠すべく ｢隔離メカニズム｣ (isolation 

mechanisms) の構築などが資源の保守である。

また、レバレッジ効果たる期間の短縮として、成

果回収までの期間を最短にすることが不可欠と

なろう。

　他方、ストレッチとは、Hamel and Prahalad[1993]

に従うと、「個人は当然として、組織の向上心を

高め、自社や他社に対する期待を高めるように奨

励する特性および拡張姿勢である。そして視野

を狭め、活動の範囲を制限する < 制約 > とは対

照的に、もっと建設的な目標にむけて組織が邁

進するように仕向けるもの」と称される。いずれ

にせよ、「双方の均衡のとれたストレッチに向け、

レバレッジを礎にイナクト（想造）した環境へ向

けて、具現化した行動をとる」ことが動態的な組

織能力を考えるにあたって不可避となる。
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　なお、このレバレッジに関しては、ポイント制

覇が重要であることも指摘されている。レバレッ

ジポイントの制覇とは、創造・創発性の観点か

らもリターンが大きい、すなわち投入資源が生み

出す利益の大きい事業領域を選択したり、また

それが可能になる方法を開発したりすることを意

味している。

　Christensen[1997] の "The innovator’s 

dilemma" の図表 3 を参考に、ここでは環境適応

しながら創造・創発性を高める動態的組織能力

のベクトルを考察する。周知の "The innovator’s 

dilemma" とは、革新を起こした企業がまさに革

新者であったが故に衰退企業となってしまう現象

を指している。

　ここでの考察はまた、図表 2 で考察した組織オ

プション研究を下支えする研究でもある。まず縦

軸にレバレッジ、横軸にストレッチをプロットする

と、45 度線を真中に引くことができる。これがレ

バレッジとストレッチの均衡線で、両者が同等の

大きさである。この 45 度線が、環境に適応し、

創造・創発性を生成する組織能力の望むべき動態

的発展経路となる（図表３も比較参照されたい）。

　他方、環境の加速度的変化と激しい競争によ

り、レバレッジとストレッチの要因に不適合が生

じた場合、それをいかに調整するかが課題とな

る。ここでは、環境適応の下、創造・創発性を

生成する組織能力には、レバレッジとストレッチ

に関して、ふたつのベクトルが存在すると理解す

る。

　環境変化と動態的組織能力の間の適合関係

において、｢不適合｣ が生じたケースを示唆した

のが、（L）-P と（S）-P、以上２つ（L-Pattern、

S-Pattern）である。

　資源を多く保持しているが、｢新たな事業領

域｣ が見つからない状況が（L）-P である。換

言すれば、組織能力の望むべき動態的発展経路

を模索している状況である。この種の組織能力と

しては、当然、（L）-D という ｢L type-Dynamic 

capability｣ が求められてくる。

　（L）-D では、資源を持続した状態で、｢新たな

事業領域｣ に拡張していくことが重要である。急

激な環境変化の状態においては、組織内での資

源の蓄積・形成よりも迅速であるとされる組織外

からの外部資源の導入も重要となる。自社資源を

レバレッジとして、他の企業から資源を導入する

ということである。とりわけ、組織能力の陳腐化

が激しい状況においては、この（L）-D の動態的

発展経路は有効となる。

　他方、資源としての動態的組織能力が十分蓄

積されていない組織能力が（S）-P である。この

S type-Dynamic capability、すなわち（S）-D が、

取りうる動態的発展経路は２つである。

　まず第１に（S）-D である。（S）-D は、ここま

での事業の推進を ｢棚上げ｣ し、組織能力の資

源の充実を遂行する動態的な組織能力である。

特定の目標に向けて、まずは組織能力の基盤と

なる資源形成の充実を図ることが（S）-D にとっ

図表 3　イノベーションのジレンマ
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て不可欠である。環境の変化に対応するには、

このような動態的組織能力を形成することが必要

となろう。

　もっとも、より大きな成果を希求する場合、図

表 ４ に 従 えば、（S）-D よりも、（S'）-D の ほう

が、高い水準にあることが認識可能である。破

線の長さが、動態的組織能力の大きさを表して

いる。（S'）-C の動態的発展経路は、Eisenhardt 

and Sull[2001] のシンプル・ルールで求めら

れ採用してきた経路である。そこにおいては、

Christensen[1997] 同様、Barton[1992] でも示

された「コア・リジディティー（コアの硬直性）」

の問題がある。Barton[1992] は、競争優位の

源泉たる創造・創発性を高める組織能力の硬直

化によるコア・ケイパビリティーのコア・リジディ

ティーへの変異を警戒する。それは企業の今日

のコア・ケイパビリティーへの変異を警戒する。

翻って、Barton[1992] は企業の今日のコア・ケ

イパビリティーを更新し続ける組織学習の重要性

を指摘していることに他ならない 14。

　当然、環境適応の中で創造・創発性を育む組

織能力とは、環境変化に適応できなければ、そ

の組織能力は陳腐化してしまう。この組織能力を

破棄し、激しい環境変化に迅速に適応しなけれ

ば企業は淘汰されてしまう。すなわち、背負う荷

物をいったん置いて、次のフェーズに全力で移行

しなければ、激しい環境の下、淘汰されるという

ことである。

　換言すれば、「（S）-D ⇒ （S''）-D」、すなわち S

型の動態的組織能力からS'' 型の動態的組織能力

というように１度、（S）-D を棚上げして（S''）-D へ

と向かう必要がある。一度学習した能力を「棄却」

し、「（S）-D ⇒ （S''）-D」のジグザグ型の動態的

発展経路に沿うのが、激しい環境変化の下、組

織能力の安定性と将来発展の双方を満たす戦略

的経路といえよう。

　他方、 進むべき新たな事業領域等は見つ

かっているが、資源が乏しいケースでは、当然、

「（L）-D ⇒ （L''）-D」が戦略的経路となる。そこ

で肝要となるのが、両者の動態的発展経路をス

イッチする迅速対応の組織能力である。

2．�スイッチング能力と戦略的棄却学習

　本稿が枢要と理解する「環境適応の中で創造・

創発性を生成・促進する動態的組織能力｣ とは、

環境変化に応じて、組織の間をスイッチする能力

である。創造・創発性の観点から、環境変化の

度合いが変わった際に、それに的確に適応して、 

能力の持ち方をスイッチすることが肝要であると

考える。

　このダイナミックな組織能力を考察するに当

たっては、「棄却学習」(unlearning) の概念がこ

の要諦であると本稿は考える。これは「既に学習・

経験していることをいかに棄却するか」というこ

とを学習することである。

　当然、環境変化に適合し創造・創発性を高め

る組織能力は、そこで得た知識やノウハウの蓄

積をイナクト（想造）した環境の下、ストレッチ

図表 4　動態的組織能力の発展経路
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化させる。効率的な学習とは、レバレッジ領域

でこのストレッチを続ける知識やノウハウを獲得

するプロセスである。それは Senge[1990] の用

語を借用すれば、「組織学習（Organizational 

Learning）」と言えよう 15。組織学習とは、多

様な組織メンバー間での相互作用を通じ、新

たな知識の創造や習得、 移転が行われ、そ

れを反映するかたちで組織における既存の行

動様式が改善されていくプロセスと定義される

（Senge[1990]）。もちろん、この新たな知識の

創造や習得、移転は、本稿のコンテクストでは、

新たな創造的事業構想のための知識と言える。

　この組織学習とは、激しい環境変化の中で企

業が動態的組織能力を実現し、創造・創発性を

生成する上での源泉となっている。具体的に、組

織において最も中心の資源たる知識の習得・創

造が組織学習であり、組織における成長上で欠く

ことのできない要素である。

　激しい環境変化に対応し、創造・創発性を高

めるための学習―棄却学習―学習―棄却学習と

いったスイッチ能力形成を希求する主体（戦略）

的な組織学習のことを、ここでは ｢ 戦
・ ・ ・

略的棄却

学習｣ と呼びたい 16。

　では戦略的棄却学習とはいかにあるべきであろ

うか。学習が重要であるにもかかわらず、実際は

「学習を棄却」しなければならないという ｢スイッ

チング能力｣ に関しては、あまり既存研究では考

察の対象となっていなかった。もっとも、Hamel 

and Prahalad[1993] は、過去を忘れる必要性を

説いている。Hamel and Prahalad[1993] によれ

ば、経験に縛られた管理職が組織の遺伝子情報

をもたらし、行動の選択肢を限定するという。そ

の意味においても、限定された資源の下で組織

をオプション選択し、スイッチング能力を高める

には、この棄却学習が肝要となろう。

　換言すれば、激しすぎる環境変化と創造・創

発性のニーズが、企業に対して柔軟に対応でき

る組織オプションの選択を求めており、その組織

間の選択においてスイッチング能力の重要性が

顕現している状況が招来されているということで

ある。スイッチング能力は、いくつかの要素から

構成されるが、ここではその主軸の１つたる「棄

却」学習について一考察を行なう。

　この棄却学習を Argyris[1993] の「ダブル・

ループ学習」理論を修正し、創造・創発性を生成・

促進する動態的組織能力の文脈のなかで位置づ

けて検討してみたい。図表５は、Argyris[1993]

の理論に修正をほどこし図式化したものである。

図表 5　修正型ダブル・ループ学習理論
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（出所）Argyris,C.(1993) "Knowledge for Action", Jossey-Bass.を加筆修正 
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出所：Argyris,C.（1993） "Knowledge for Action", Jossey-Bass. を加筆修正
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　Argyris[1993] では、学習をその性質や水準

に基づいて「シングル・ループ学習」と「ダブル・

ループ学習」の２つに分類している。

　第 1 の「シングル・ループ学習」とは、組織

における目に見えない組織ルールや価値体系を

踏まえた上で、改善的に行われる学習である。

換言すれば、既知の目標を達成するために、組

織の行動を変化させ適応することによって、解決

される学習といえ、効率性を目標におく組織ルー

チンの改善を意味する場合が多い。このシング

ル・ループ学習が進むと、組織におけるルール

や価値体系がより強化される傾向にある。

　他方、ダブル・ループ学習とは、目標それ自

体に疑問を呈し、ケース次第ではそれ全部ない

し一部を「棄却」して、新規の創造的事業構想

などに対する新たな組織ルールや価値体系を創

出する学習である。その修正プロセスにおいて

は、既存知識とは異なる知識・ノウハウの獲得、

さらにはその新たな調整法や統合の方法の発見

をともなう創造的な学習が促進される。それ故、

この学習を Argyris[1993] では創造的学習と称

している。

3．�修正型ダブル・ループ学習と ｢学習の学習｣

　元来、組織には、変化を遠ざけ、現状維持しよ

うとする「組織慣性」（organizational inertia）が

内在する（Hannan and Freeman[1984]）。Hannan 

and Freeman[1984] では、環境変化の激しい中、

組織慣性 17 は ｢説明責任｣ と ｢信頼性｣、以上

２つの理由から生み出されるという。

　動態性の高い状況において、組織はステーク・

ホルダーから説明責任と共に信頼性が強く求め

られるという。この２つを確保するために、組織

は内部において、既存の組織ルーチンや慣例に

従って行動する、とした。この組織慣性は、また

組織におけるダブル・ループ学習を阻害する要

因となると考えられる。同じ問題意識に立脚して

いる March and Olsen[1976] の 提 示した「不

完全な学習サイクルモデル」では、Hannan and 

Freeman[1984] 同様、組織学習を阻害する要因

の１つとして、慣れ親しんだ組織ルールや価値

体系を優先する「組織ルーチン概念」が強調さ

れている。その組織ルーチンが組織内に温存さ

れることで組織慣性が生じ、環境変化に鈍感に

なってしまうと言う。あるいは、組織メンバーで

ある個
・ ・

人が傍観者と化してしまうと言及する。い

わゆる「組織の失敗」である。

　これに対して、本稿は２つの対応を示したい。

　まず第 1 は、企業が、改革を妨げる組織慣性

を制御するシステムを構築することである。個々

の組織メンバー間において、部門の垣根を超え

た知識やノウハウの交換がスムーズに行われるよ

う知識・情報の流れを変更する必要がある。

　その条件としては、それに資する組織メンバー

の活動を大いに奨励し、支援する「コミュニケー

ター・システム」を構築する方法が必要である。

管理職が助言者となって、異部門間での情報交

流や資源の戦略縦横な活用を促す助言者となる

ようなシステムの導入である。

　また第 2 として、｢行為による学習｣ のみならず、

｢学習による学習｣（Stigliz[1999]）を組織ルー

チンに内在化させることである。

　｢学習による学習｣ とは、学習しながら学習方

法を習得するというものである。March[1991] は

変化への適応条件として、既知の知識の活用と

新知識の探索をあげた。通常、新知識の探索に

は、既存知識の ｢棄却｣ が要求されるが、｢学

習による学習｣（学習しながら学習方法を学ぶ）

の意義は残される。環境変化に対応するために、

既存知識を棄却しても、学習を通じて、学習プロ
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セスを理解した経験・ノウハウの蓄積が、たとえ

ば、創造的事業構想の ｢開発（新知識の探索）｣

の際、有効となる。この破棄―学習プロセスによ

る ｢学習の学習｣ を組織に内在させることで、組

織慣性に対応可能となると共にスイッチング能力

の形成（いつ棄却するか、何を棄却するか）が

促進される。

　要言すれば、｢学習｣ の機能を組織ルーチンに

ビルト・インし、急激な環境変化に対応するといっ

た意味に再解釈した組織ルーチンを分析対象と

して、組織慣性の克服を考えていくアプローチで

ある。

　もっとも前者の制御システム構築には、新たな

ジレンマが内在していることにも触れる必要があ

ろう。通常、コミュニケ―タ（管理職等）は既存

知識体系およびそのプロセスにおける体現者で

あり、逆にコミュニケーター自身がダブル・ルー

プを破壊する足枷になることもあり得るのである。

代々、管理職が引き継いできた過去の教訓が定

説への疑問を封じ込めてしまう。

　そのため、ダブル・ループへ移行する方策を

示す方が効率的なケースもある。とりわけ、コ

ミュニケ―タに対する評価システム（採用・不

採用の権限）を持つトップが、システムに対す

る俯瞰した視座から、新たな組織設計（new 

organizational design）を実現する必要がある。

それはコミュニケ―タとして、どのような人を採用

するか、やめさせるか、あるいは、創造・創発

性の生成・促進に資する新たな組織能力をいか

に形成するかという高度な「コーディネーション

問題」となる。

　そうしたシステムの設計の結果、組織が従来持

ち合わせていた価値体系や組織ルールが刷新さ

れるかもしれない。このような場合に修正型ダブ

ル・ループ学習は行われていると考えられても良

いであろう。激しい環境変化それ自身を自明とし

て組織ルーチン化させていくシステムづくり、こ

れこそが、現在、企業に求められている課題であ

ると言えよう。

　組織は過去の成功体験を捨てる勇気をもたなく

てはならない。自ら既存の価値基準や枠組みを

打ち壊し、その刺激によって組織を活性化させる。

そうして組織メンバー間の相互作用を促し、彼ら

の ｢創造・創発性｣ を覚醒させなくてはならない

と考えられよう。

Ⅴ．�おわりに

　日本企業の組織デザインは内向きで、社内の

コヒーレンスを重視する。しかし環境変化に対し

ても社内の調整で対応しようとするため、組織デ

ザインが適切に機能しない可能性が高い。しか

し大局的な環境変化を見極め、一時的にコヒー

レンスを断ち切ってでも改革を行うことがトップに

課せられた組織設計である。現在のような激しい

環境変化の下で、企業組織が継続的に創造・創

発性を生成・促進するには、「静態的組織能力」

ではなく、「動態的組織能力」を断続的に形成す

ることが不可欠である。また、それは次々と新た

な「動態的組織能力」を探索し、自ら創造・創

発性の基盤となる資源のスイッチングを実行する

ことによって可能となる。上記を前提とするなら

ば、本稿が前提とする激しく変化する環境におい

て企業が創造・創発性の観点から瞠目すべき点

は、

	 1）�環境変化に適応しながら、自社資源の陳

腐化を常に自ら図るスイッチング能力

	 2）�本稿で区分された動態的組織能力を意識

した新たな資源の探索・形成

	 3）�動態的組織能力の陳腐化と次の動態的組
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織能力形成の間での、自らの競争優位性

の基盤となる資源の置き換え

　以上３つである。

　本稿では環境変化の度合いに対応し得る新た

な分析フレームワークを提示するにあたり、論点

を単純化して、環境変化の不確実性の分析を「動

態性」「複雑性」の２つの環境変化に絞った。

　しかし、資源をいかに確実、且つ速やかに市

場での価値へ貢献するものとするかという組織能

は、環境変化としてその「頻度」、すなわち環境

変化の ｢頻度｣ の要因に拠るところも大きいと思

われる。つまり、探索的な環境変化が起きた時、

それは数度きりの変化なので組織ルーチン化は

困難となるが、常軌的な変化の場合には組織ルー

チン化し継続的に対応する必要がある。重要なこ

とは、次回、次々回の変化においても活かせるよ

うに、そのプロセスを本質的に身につけることに

ある。

　これらの環境変化の ｢頻度｣ の観点を本稿が

対象とするテーマにどのように取込むかが今後の

課題である。また、動態的組織能力と環境の変

化の適合関係を分析する際は、実証的な研究の

充実も不可欠である。その場合、本稿の分析フ

レームワークをどのように利用するか、さらに工

夫が必要である。これらの点に関しては今後の課

題である。

（注）
1	 Roberts[2004] では、企業組織の主題の一つである組織デ

ザインの問題を「環境変化を勘案しながら、相互に適合し

た組織を創造することで、高業績を実現すること」と定義し、

ケース ･ スタディによる説明を試みている。環境変化と整

合的に組織をデザインせよというこの書の肝は、「IT 投資

や JIT 方式の採用を個別に行っただけでは、企業の業績を
高めることはできない、要は、組織を環境に適応させ、全

体的に、しかもコヒーレントに変えなくてはならない」とい

うものである

2	 ここにいう“ ビジネスクリエイト ” という用語は、ビジネスク

リエイター研究学会 [2007] の概念を踏まえ、創造的事業

の構想（事業創造）、広義には事業領域を超えて、企業・

組織・社会全体における創造・創発性を指すものとする。

ビジネスクリエイター研究学会では、“ クリエイティブな能

力 ” に焦点を当て、｢個の能力｣ と ｢組織の能力｣ の双方

を研究対象とし、｢個｣ を基礎に ｢組織の能力｣ を高める

方法と理論を守備範囲として言明している（http://www.
rikkyo.ac.jp/research/laboratory/CBCP/）。 尚、 本 稿 で

使用する「創発性」とは、特定のシステム（系）の内部に

おいて、末端的・個別的・部分的な性質・要素の総和か

らは、 決して現れることがない性質や要素・変化が全体とし

て発生・結果することを意味する。これは、従来のトップ・

ダウン型とは異なる双方向性とポジティブ・フィードバック

を含む新たなシステム型を表す概念である（丹羽清 [2006]

p47）。

3	 企業を取り巻く環境の急激な変化は、ビジネスサイクルの

急速な短縮化と知識や技術の改革速度の高まりという形で

組織に影響を与えている。このような組織を取り巻く環境の

変化によって引き起こされる問題として、組織として、いか

に ｢創造・創発性｣ を生成・促進するかというビジネスク

リエイトに関連する問題がある。非創造的な組織デザイン

は当然、｢ビジネスクリエイト分析｣ の主たる研究領域であ

る環境適応による企業組織の創造・創発性の生成・促進（例

えば、IT 等のビジネス環境に即座に適応した創造的事業

構想の構築等）をも阻害することになる。

4	 今現在、企業で行われている日常の組織のデザインは、通

常業務と関係する業務を、部門や課の単位に落とし込み、

本社管理室、本社戦略室、本社総務部などの部門を設置

し、企業活動全体をコントロールするといった類いのもので

ある。かかる組織デザインは、部や課など、下位組織の非

自律性の程度が高く、下位組織間の依存度が相対的に高く

なる（自組織の成立のために他組織を必要とし、他組織に

制約される）という傾向を保持している。結果として、変化

の激しいビジネス環境の中、下位組織間のコーディネーショ

ンの高比重が負担となり、スピーディできめ細やかな組織

の活動が妨げられる要因となっている。この現行の企業組

織の新たなデザインが、環境変化を勘案しながら希求され

ている。

5	 ビジネスクリエイター研究学会 [2010]『シンポジウム：イ

ンテリジェントデザイン組織とは何か』p2. において、栗屋

仁美氏は、｢臨機応変に対応変化できる組織がインテリジェ

ントデザイン型組織｣ であるとし、企業組織の環境適応の

重要性を強調している。

6	 国領 [2007]p41。ここでは、デザイン論に帰着させるべき

と理由は、人の操作可能領域は、社会で機能する人工物

（組織、社会制度や規範を含む概念）やその使われ方に
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影響を及ぼすことに限定されると考えるのを理由に置く。こ

の考え方に立脚するアプローチ（Hevner et al.[2004]p9；

吉 田 [1999]p20-21； 吉 川・ 内 藤 編 [2003]p183）とし

て、例えば、組織と情報技術の関係を、人間が操作可能な

人工物のデザイン変数と対象との相互関係という枠の内で

解明する姿勢などがある。これは「伝統的組織論の立場と

は、組織のメカニズム、つまり組織化がなぜ起こるのかを

研究しているのであり、将来の組織予知に直接つながる研

究をしているわけではない」との視座に立つ。吉田 [1999]

p20-21 では、デザイン論のことを設計論と称し、設計科学

を３つに類型化している。また吉川・内藤編 [2003]p183

においては、分析科学である第１種基礎研究に対し、第２

種基礎科学を合成科学とし、この科学を将来予知のデザイ

ンに焦点を当てるもととしている。

7	 既存組織の考え方や経営手法では対応できないため、現在

様々なデザイン手法が生み出されてきている。とりわけわ

が国では、多くの大企業、中堅企業が、事業部制やカンパ

ニー制を推進した。これは前段における「分業に関する意

思決定」である。しかしながら、その結果、事業部間の情

報交換やシナジーがうまくいかなくなった。コーディネーショ

ン機能の非効率の顕在である。すなわち「指揮命令系統の

設計」の失敗である。いずれにしろ、組織デザインに関す

る意思決定は、経営と現場、両面管理という点で極めて枢

要である。ある意味、デザインの仕方によって、組織の非

効率および機能不全が発生してしまう。

8	 組織の「設計」と「能力」の差異は、「ハード」と「ソフ

ト」の差異といって良いかもしれない。ソフトがないと、当

然ハードは機能しなくなる。この組織デザインと組織能力の

関係は、演繹的理論構築のプロセスから招来されたもので

なく、実証研究のサーベイにその底流を見ることができる。

Henderson and Cockburn[1994] においては、製薬会社
の研究開発能力を、部門間コーディネートの良し悪し、人

事・予算配分に関わるリーダーシップの有無等、４変数で

分析している。また楠木 [1996] では組織能力としてプロセ

ス能力（情報共有、部門別リーダーの有無、部門間コーディ

ネート）なる概念を提示し、メーカーの製品開発能力に関し、

プロセス能力３変数で組織能力を測定している。もっとも、

早い段階から組織能力に着目しているBarney[1991]では、
経営資源それ自体が、組織デザインと組織能力を包含する

とし、研究を進めている。Barney[1991] の研究を踏まえ

ると、Henderson and Cockburn[1994] および楠木 [1996]
も、組織能力を測定しているといいながら、実際には組織

デザインを測定している観が強く、その意味で双方は密接

な関わりがあると言えよう。

9	 咲川孝 [2009] p.49．『ビジネスクリエイター研究』Vol,1.

10	咲川孝 [2009] p.49．『ビジネスクリエイター研究』Vol,1.

11	能力（ケイパビリティ） とはリソースをうまく活用することに

焦点を当てた概念と定義する Peteraf and Barney[2003]
では、能力（ケイパビィティ）とは「ある成果を達成するた

めに、リソースを活用し、調整されたタスクの集合を実行す

るアビリティ」と定義し、組織内部でのルーチンという側面

を含み、資源（リソース）の定義である、「組織が半永久

的に所有、 コントロールまたはアクセスできるような、（有形、

無形の）生産のための資産、インプット」とは明確に区別

している。

12	Barnard[1938] p.81.
13	以下の考察に際し、動態的組織能力によって環境変化に適

応する方が、通常業務のルーチンとアドホックなソリューショ

ンによって環境変化に適応するよりも、合理的なケースとい

うのは、動態的組織能力を形成・維持する方が低コストと

想定される場合に限られることに注意されたい。
14	組織能力のコアの部分に執着するが故に、硬直的となって、

企業がそれ以外のことができなくなる。ここに組織能力の

強みが弱みに変わってしまう大きな問題点がある。

15	環境が安定的で、成長分野が比較的明確であった時代に

は、その分野に対して、新事業・新製品を打ち出すことが

企業にとって最良の成長戦略であった。しかし、近年の環

境は不透明さを増している。新事業・新製品開発に必要な

知識や技術は急速かつ頻繁に変化しており、過去の延長

戦ではもはやイノベーションの実現は望めない時代に入っ

たといえる。さらには市場の成熟化・多様化にともなって、

特定分野の知識や技術だけでは、革新的な事業・製品が

生まれにくくなってきた。イノベーション実現のためには、

複数の領域にまたがる知識や技術を新たに組み合わせる組

織学習が求められる。

16	環境変化が激しさを増す中、経営組織は過去成功した能力

を棄却し、組織能力の革新に絶えず取り組んでいかなけれ

ば、長期的成長は難しい。この組織の動態的な変革の牽引

車となるのが、破棄学習を基盤としたこのダブル・ループ

学習である。

17	また Hannan and Freeman[1984] では企業の年数と規模
が組織慣性に大きな影響を附与するとも言明している。
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